
ひこちゅう通信

今月のおすすめ情報

補助金については、別添のチラシまた
は稲枝商工会ホームページでご確認く
ださい。お気軽にお問合せください。

　  　稲枝商工会　夏季休館のお知らせ
　

　   　イナフェス2026出店募集について

「イナフェス２０２６」を開催いたします！

地域の魅力いっぱいのイベントとして、今年も開催しま

す。８月中旬に会員の皆様に、出店の募集要項などの詳

細を郵送にてご案内いたします。皆さまのご参加をお待

ちしております！！

　開催日　令和８年１１月７日（土）

　場　所　稲枝地区ふれあい広場　　

賃上げ・設備投資を応援する助成金・

補助金がスタート　

従業員の賃上げや設備投資をお考えの事業者さまへ

国の「業務改善助成金」では、事業場内最低賃金を引

き上げ、生産性向上につながる設備投資を行う場合

に、その費用の一部が助成されます。さらに、事業場

規模30人未満の事業者は、国の助成金に加えて、滋賀

県の上乗せ補助を受けられる場合があります。「設備

を新しくしたい」「賃上げを予定している」という方

は、この機会に活用を検討してみませんか？助成金に

は申請要件や申請期限がありますので、詳しくは添付

のチラシまたはホームページをご確認ください。

こんにちは、ひこちゅうです😊

いよいよ８月ですね　 　 

夏本番を迎え、毎日うだるような暑さが続いています。

外でのお仕事はもちろん、室内でも熱中症には気を付け

たい季節です。こまめに水分を補給したり、しっかり

休憩を取ったりしながら、元気に夏を乗り切りましょう！

稲枝商工会　☎43-2201

稲枝商工会より

彦根市稲部町607-1
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LINE公式アカウントで配信している各種情報は、稲枝商工会の公式ホームページでもご確認いただけます。

No.
012

 滋賀県未来投資総合補助金　締切延長！

まだ間に合います

８月１２日（水）～１４日（金）の間、夏季

休館とさせていただきます。皆様にはご不便

をおかけしますが、ご理解とご協力をよろし

くお願いいたします

　         　アイスコーヒー始めました
ご来館いただいた皆様に、アイスコーヒー（またはお茶）

をご用意しています。暑い日のひと休みに、ぜひお気軽

にお立ち寄りください。

「滋賀県未来投資総合補助金（第３弾）」２次募

集の締切が、８月２１日（金）１７時までに延

長されました。物価高騰や人手不足への対応に

向けた設備投資やDX化、省人化設備の導入、新

商品・新サービスの開発、人材育成など、将来

を見据えた幅広い取り組みが対象となる補助金

です。

　

７月２８日に発生した「令和８年熊本地震」
により被害に遭われた皆様にお見舞い申し上
げます。

（公社）びわこビジターズビューロー

 従業員の奨学金返還を応援する企業を支援します
滋賀県産業支援プラザでは、県内中小企業等による

従業員の奨学金返還支援制度の導入を後押しするた

め、「奨学金返還支援制度導入促進支援金」や、人

材確保・定着に係る補助金事業を実施しています。



滋賀県未来投資
総合補助金

長引く物価高騰等の影響を受けている県内中小企業等への支援を目的として、

持続的な賃上げにつなげられるよう生産性向上や新事業展開、人材育成に資する
未来を見据えた意欲的な取組を応援します。

県内中小企業において、持続的な賃上げの実現につ
なげられるよう、生産性向上や新事業展開、人材育
成に資する事業者が行う未来を見据えた意欲的な
取組を後押しすることで、賃上げの原資となる付加
価値を増加させることを目的とします。

滋賀県未来投資総合補助金事務局

事業概要 事業スキーム

滋賀県 事務局
県内

中小企業等補助金 補助金

募 集 期 間

補助対象期間

この補助金は国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用しています

第3弾

第2弾から、補助対象事業者や賃上げ要件が変更されております。裏面の制度概要を良くご確認ください。

令和8年3月2日（月）～3月31日（火）

交付決定日～令和8年12月31日（木）
申 請 方 法 システムからの電子申請

※募集期間中であっても、申請額が予定額に達すると見込まれる時点で、受付を終了する場合があります。

※募集期間中であっても、申請額が予定額に達すると見込まれる時点で、受付を終了する場合があります。
※滋賀県未来投資総合補助金（第２弾）の支給事業者は二次募集からの申請になります。

令和8年6月8日（月）～8月21日（金）17：00必 着

一次募集

二次募集 延長決定



経　　　費

区　分

補助上限額

補助下限額

補　助　率

賃上げ率算定対象の
従業員1～5名※

５０万円

2／3

項　　　　　目

機械装置等経費

システム・ソフトウェア費

開発・試作費

技術導入費

産業財産権出願関連経費

販売促進費

研修費

専門家経費

お問合せ先

※交付の対象となるのは、事業の実施に直接必要な経費であって、事務局長が適当と認めるものに限ります。
※交付決定日以降に発注、納入等が行われ、補助事業期間内に支払い（クレジットカードによる支払いの場合、引き落としまで）が完了する経費を対象とします。
※経費書類については、１件の発注ごとに、見積もりから発注、納品、支払いに至るまでの確認書類が必要であり、実績報告時に提出が必要です。
※発注（委託）先の選定にあたっては、１件の発注（委託）ごとに、見積もり徴取を行ってください。
※1件10万円（税抜）以上の支払いについては、現金払いは認められません。

事業詳細は専用HPより
ご確認ください。
https://www.knt.co.jp/ec/shiga-miraitoshi_2026/

補助対象経費 （概要）

補助率等

※補助上限額の判断は、交付申請時点における、「常時使用する従業員」で、県内の事業所に賃上げ前および賃上げ後の両期間に在籍する全従業員の人数で判断します。

経　　　費 項　　　　　目

対象事業者
・ 県内に事務所または事業者を有し、県内で補助事業を実施する中小企業等であること。
・ 常時使用する従業員を１名以上雇用し、常時使用する従業員の平均賃金を令和７年12月
  支給賃金と比べて、令和８年１月１日から補助事業完了までに、3.5％以上増加させること。

対象事業

※複数の事業を組み合わせて実施も可。ただし、申請は１事業者１回限り。一次募集で不採択となった場合、不採択の理由を解消した上で、二次募集に申請いただく
　ことは可能。

❶
生産性向上

❷
新事業展開

❸
人材育成

（新商品・新サービスの開発、
新事業の立ち上げ、事業転換・
業種転換・業態転換等）

（高効率装置への更新による
業務能率向上、DXによる生産・
業務の効率化、省人化等）

（従業員のリスキリングに資する
教育訓練等の受講等）

▼専用HPはこちら滋賀県未来投資総合補助金事務局

●購入費
●製作費
●改良費
●郵送・運搬費
●委託費

●改装工事費
●設備処分費

●購入費
●構築費
●改良費
●委託費

●設計・デザイン費
●調査研究費
●原材料費
●郵送・運搬費
●委託費

●産業財産権ライセンス契約費
●委託費

●ECサイト構築費
●展示会出展費
●セミナー等開催費
●市場調査費
●郵送・運搬費

●広告費

●セミナー等受講料
●教育機関における入学料・授業料
●会場・備品借り上げ費

●謝金
●旅費

●弁理士等費用
●産業財産権出願関係書類翻訳費

メールアドレス：shigamiraitoshi2026@or.kntct.com
コールセンター：0570-001-178　［受付時間］ 9：30～17：30 （土・日・祝日および年末年始は除く）

賃上げ率算定対象の
従業員6～20名※

２００万円

15万円

1／2

賃上げ率算定対象の
従業員21名以上※

５００万円



令和8年度業務改善助成金のご案内

業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を50円以上引き上げ、生産性向
上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する制度です。

事業場内最低賃金
の引上げ計画

設備投資等の計画
（機械設備導入やコンサル

ティングなど）

業務改善助成金を支給
（最大600万円）

業務改善助成金とは？

助成上限額や助成率などの
詳細は中面をチェック！

対象事業者・申請の単位

※ 事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立てて申請いただき、交付決定後に計画どおりに事業を進め、事
業の結果を報告いただくことにより、設備投資等にかかった費用の一部が助成金として支給されます。

• 中小企業・小規模事業者であること（大企業と密接な関係を有す
る企業（みなし大企業）でないこと）

• 事業場内最低賃金が、令和８年度地域別最低賃金未満であること
• 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立て、
（工場や事務所などの労働者がいる）事業所ごとに申請いただきます。

申請の流れや注意事項は
裏面をチェック！

別々に
申請

工場A 事務所B

計画の承認
と実施

事業完了期限賃金引上げ期間申請期間

交付決定年度の１月31日
令和８年９月１日～

申請事業所に適用される地域
別最低賃金発効日の前日

令和８年９月１日～
申請事業所の都道府県において
適用される地域別最低賃金の
発効日の前日又は同年11月30日

のいずれか早い日

申請期限と賃金引上げの期間

＜事業場内最低賃金とは？＞

事業場で最も低い時間給を指します。（ただし、業務改善助成金では、雇入れ後６か月を経過した労働者の事業場内最低賃金を引き上げてい

ただく必要があります。）

事業場内最低賃金の計算方法は、地域別最低賃金（国が例年10月以降に改定する都道府県単位の最低賃金額）と同様、最低賃金法第４条及

び最低賃金法施行規則第１条又は第２条の規定に基づいて算定されます。

ご不明点があれば、管轄の労働局雇用環境・均等部室または賃金課室までお尋ねください。



助成上限額・助成率

助成上限額

４/５
事業場内最低賃金
1 , 0５0円未満

３/４
事業場内最低賃金
1 , 0５0円以上

※ 10人以上の上限額区分は、特例事業者が、10人以上の労働者の賃金を引き上げる
場合に対象になります。

事業場内最低賃金である労働者

事業場内最低賃金である労働者の賃金を引き上げることにより、賃金額が追い抜かれる労働者が

「引き上げる労働者」に算入されます。

（ただし、いずれも申請コースと同額以上賃金を引き上げる必要があります。）

＜例：事業場内最低賃金1,050円の事業場で70円コースを申請する場合＞

Ａ：事業場内最低賃金である労働者なので、「引き上げる労働者」に算入可

Ｂ：申請コース以上賃金を引き上げていないので、算入不可

Ｃ：Ａに賃金額が追い抜かれる労働者であり、かつ、申請コース以上賃金を引き上げているので、算入可

Ｄ：既に引上げ後の事業場内最低賃金以上なので、算入不可

助成率

「引き上げる労働者数」の数え方

申請事業場の事業場内最低賃金が
1,050円未満である事業者

賃金
要件

①

原材料費の高騰など社会的・経済的環
境の変化等の外的要因により、申請前
６か月間平均における利益率が前年度
と比べ３％ポイント※以上低下してい
る事業者

物価
高騰等
要件

②

特例事業者

※「％ポイント（パーセントポイント）」とは、パーセ
ントで表された２つの数値の差を表す単位です。

以下の要件に当てはまる場合が特例事業者と
なります。なお、②に該当する場合は、助成
対象経費の拡充も受けられます。

物価高騰等要件に該当する事業者は、パソコ
ン等の新規導入が認められる場合があります。
詳しくはP3の「助成対象経費の特例」をご
覧ください。

助成上限額

引き上げる

労働者数

事業場内

最低賃金

の引上げ

額

コース

区分
事業場規模

30人未満

の事業者

右記以外

の事業者

４０万円３０万円１人

50円
以上

５０円
コース

７０万円４０万円２～３人

７０万円７０万円４～５人

９０万円９０万円６～７人

１１０万円１１０万円８人以上

１３０万円１３０万円10人以上※

５０万円４０万円１人

70円
以上

７ 0 円
コース

１００万円５０万円２～３人

１３０万円１３０万円４～５人

１８０万円１８０万円６～７人

２３０万円２３０万円８人以上

３００万円３００万円10人以上※

１００万円９０万円１人

90円
以上

9 0 円
コース

２４０万円１５０万円２～３人

２７０万円２７０万円４～５人

３６０万円３６０万円６～７人

４５０万円４５０万円８人以上

６００万円６００万円10人以上※



賃金引上げに当たっての注意点

• 地域別最低賃金の発効に対応して事業場内最低賃金を引き上げる場合、発効日の前日までに引き上げて
いただく必要があります。

• 引上げ後の事業場内最低賃金額と同額を就業規則等に定めていただく必要があります。
• 複数回に分けての事業場内最低賃金の引上げは認められないので、ご注意ください。
• 引き上げる対象労働者は、週所定労働時間が20時間以上の雇用保険加入者が対象となります。

（例）10月1日に新しい地域別最低賃金（1,040円→1,090円）が発効される場合

発効日の前日（9月30日）までに事
業場内最低賃金の引上げ（1,045円
→1,100円）を完了（※）

発効日の当日（10月１日）に
事業場内最低賃金の引上げ
（1,045円→1,100円）を実施

対象外対象！

助成対象経費の特例

特例事業者のうち、②物価高騰等要件に該当する場合、通常は、助成対象外となるパソコン等も助成対
象となります（パソコン等は新規導入に限ります。）。

特例事業
者

（②のみ）

一般
事業者

助 成 対 象 経 費

〇〇生産性向上に資する設備投資等

〇×
生産性向上に資する設備投資等のうち、

• PC、スマホ、タブレット等の端末と周辺機器の新規導入

※ 併せて、就業規則等に事業場内最低賃金が1,100円である旨、
定めていただく必要があります。

対象となる設備投資など

助成対象事業場における、生産性向上に資する設備投資等が助成の対象となります。
また、一部の事業者については、助成対象となる経費が拡充されます。

対 象 経 費 の 例経 費 区 分

• POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
• リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

機器・設備の導入

国家資格者による、顧客回転率の向上を目的とした業務フロー見直し経営コンサルティング

顧客管理情報のシステム化その他

助成金額の計算方法

助成される金額は、生産性向上に資する設備投資等にかかった費用に一定の助成率をかけた金額と
助成上限額とを比較し、いずれか安い方の金額となります。

＜例＞
○事業場内最低賃金が1,040円
→助成率4/5

○8人の労働者を1,130円まで引上げ（90円コース）
→助成上限額450万円

○設備投資などの額は600万円

480万円
(＝600万円×4/5)

450万円
(＝助成上限額)＞

450万円が支給されます。

（設備投資費用×助成率） （90円コースの助成上限額）



注意事項・お問い合わせ等

業務改善助成金 検 索

• 交付決定前に助成対象設備の導入を行った場合は、助成の対象となりません。
• 必ず最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認ください。
• 過去に業務改善助成金を活用した事業者も助成対象となります。
• 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。
• 同一事業所の申請は年度内１回までです。

（参考）働き方改革推進支援資金

日本政策金融公庫では、事業場内最低
賃金の引上げに取り組む方に、設備資
金や運転資金の融資を行っています。
詳しくは、事業所がある都道府県の日
本政策金融公庫の窓口にお問い合わせ
ください。

日本政策金融公庫
店舗検索

（R8.4）

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）です

• 助成対象経費の特例となっていた自動車（特殊用途自動車を除く）は、助成対象外となりました。
• 引き上げる対象労働者は、雇用保険被保険者が対象となりました。
• 物価高騰等要件に係る売上高総利益率及び売上高営業利益率の申出書の記入について、「最近３か月間のうち
任意の１月」から「最近６か月間平均」になりました。

• その他、申請に当たっては、最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認いただき申請をお願いいたします。

助成金支給の流れ

事業所の所在地を管轄する都道府県労働局に対し、所定の様式で交付申請を行っていただきます。
労働局による申請内容の審査を経て交付決定がなされたら、申請内容に沿って事業を実施してください。
事業完了後、労働局に事業実績報告と助成金支給申請を行っていただくと、労働局による報告内容の審
査を経て、助成金が支給されます。

注意事項

参考ウェブサイト

• 厚生労働省ウェブサイト「業務改善助成金」
最新の要綱・要領やQ&A、申請書作成ツールや業務改善助成金の活用事
例集などを掲載しています。

• 最低賃金特設サイト
全国の地域別最低賃金や中小企業支援事業について掲載しているほか、
サイト内の「賃金引き上げ特設ページ」では、賃金引上げに向けた取組
事例などを紹介しています。

お問い合わせ

最低賃金特設サイト 検 索

業務改善助成金についてご不明な点は、業務改善助成金コールセンターまでお問い合わせください

電話番号：0120-366-440（受付時間 平日 ９:０0～17:００）

交付申請

交付申請書・事業実施
計画書等を

都道府県労働局に提出

交付決定

交付申請書等を
審査の上、通知

事業の実施

申請内容に沿って
事業を実施

（賃金の引上げ、設備の
導入、代金の支払）

事業実績報告

労働局に事業実績報告
書等と助成金支給申請

書を提出

交付額確定と助成金支払い

事業実績報告書等を審査し、
適正と認められれば交付額の確定

と助成金の支払を実施

助成金受領

ここで助成金が
振り込まれます

令和７年度からの主な変更点







最先端「フィジカルAI」の衝撃！

\\ 製造業系 YouTuber//
　ものづくり太郎氏滋賀県に再登場 !!

中小企業の未来は、もう “先の話 ”ではありません。
話題の「フィジカル AI」が、製造現場をどう変えるのか――
ものづくり系 YouTuber・ものづくり太郎氏が、現場目線で分かりやすく解説！
ロボット導入の第一歩を、この機会に。
講演後は参加者様による交流会も開催いたします。

講師ものづくり太郎氏
株式会社ブーステック代表取締役
PLMコンサルタント / SEMICON Japan Ambassador
2012 年に京都産業大学卒業後、大手認証機関に入社。
電気用品安全法業務に携わった後、（株）ミスミグループ本社やパナソ
ニックグループで FAや装置の拡販業務に携わる。20年から本格的に
YouTuber として活動を開始。製造業や関連する政治、経済、国際情勢
に至るまで、さまざまな事象に関するテーマを平易な言葉と資料を交
えて解説する動画が製造業関係者の間で話題。YouTube「ものづくり
太郎チャンネル」の登録者数は 37万人（26年 6月現在）。2024 年 4
月 1日には KADOKAWAより、初の著書「日本メーカー超進化論 デジ
タル統合で製造業は生まれ変わる」を出版。
年間の講演数は 100 件を超え、国内外での取材も積極的に行っている。

講演プログラム（会場： 3階大会議室）
14:00　開会挨拶

14:10　講演 1　最先端「フィジカルAI」の衝撃！

    講師 : ものづくり太郎氏

15:40　休憩

15:55　講演 2　「ロボットとは多品種少量生産のための
　　　　　　　　　　　　　　　　      省力化装置である」
　　　　　　　　　　          講師：高丸 泰幸氏

16:35　 紹介　　プラザのロボット導入支援のご案内

16:40　名刺交換会

17:00　交流会　（会場：305会議室）　

 2026

8/28金
 14:00 ～ 16:40
 ピアザ淡海

お申込みは
\こちら /

先着 200名

講演 2・交流会・会場の詳細は
裏面をご覧ください

令和 8年度 第 1回　しがオープンイノベーション推進シンポジウム



交流会 講演終了後
17:00 ～ 18:00    会場 : 3 階 305 会議室

参加希望者による交流会です。
軽食とソフトドリンクをご用意します。
ネットワーク作りにご活用ください。

参加ご希望の方はお申込みの際に【講演&交流会に参加】をお選びください。

    先着

  50名
    参加費

  500円

本イベントは令和 8年度 第 1回しがオープンイノベーションフォーラムのシンポジウムとして開催します

主催 公益財団法人 滋賀県産業支援プラザ / 滋賀県
後援 滋賀県商工会議所連合会 / 滋賀県商工会連合会 / 滋賀県中小企業団体中央会 / 滋賀経済同友会 / 
　　 一般社団法人滋賀経済産業協会

『しがオープンイノベーションフォーラム』とは
産業構造の変化や製品・技術サイクルの短期化など不確実で変化の激しい時代を迎える中、良質の連携先素早く見
つけ出すことが企業の生き残りの条件になりつつあります。
当フォーラムは、ものづくり企業だけでなく、農業や情報通信など様々な強み「コア技術」を有する企業・大学との「出
会いの場」を形成し、社会・産業ニーズとの的確なマッチングを目指します。加えて、コーディネータによる伴走
支援や各種支援策でイノベーション創出までを切れ目なく支援することで、企業の新事業創出や協力強化を後押し
します。

くわしくはこちら≫

【アクセス】
• 　JR 大津駅からタクシー約 5分
• 　JR 膳所駅から徒歩約 12分
• 　京阪電車石場駅から徒歩約 5分
• 　名神大津インターから約 7分
• 　地下駐車場 77台（有料）

講演『ロボットとは多品種少量生産のための省力化装置である』

髙丸 泰幸氏講師
髙丸工業株式会社 専務取締役

講師紹介
三井住友銀行での経験を経て、髙丸工業へ入社。クレーン・ロボット操作等
も自ら行い、現場主義の企業運営を体現。現在は経営・営業の他、ロボット
を誰でも簡単に扱える遠隔操作技術を開発し、事業の柱とすべく奮闘中。



助成金と補助金を組み合わせてご利用いただくことも可能です。

賃金引き上げに向けて、是非ご利用ください。
※同一の補助対象（設備等）に対する重複利用は不可

最低賃金引き上げを受けて賃上げに取り組む皆様へ

（令和８年4月時点版）

最低賃金引き上げに伴う
支援・後押しを強化しています

厚生労働省、中小企業庁では、

※本紙は最低賃金引き上げの影響を受けた事業者様向けに厚生労働省の支援策と経済産業省・中小企業庁の補助事業、賃上げ

を後押しするその他施策をご紹介するものです。具体的な情報についてはホームページ等でご確認ください。

業務改善助成金

事業場内で最も低い時間給を一定額以上引き上げ、生産性向上等に資する設備投資等を行った

場合に、設備投資等にかかった費用の一部が助成されます。

キャリアアップ助成金

賃金規定等を改定し、非正規雇用労働者の基本給を３％以上賃上げする場合に、キャリアアップ

助成金の「賃金規定等改定コース」が利用できます。

※最低賃金の改定に伴う賃金規定等の改定をした場合も対象になります。

デジタル化・AI導入補助金
ものづくり補助金
省力化投資補助金 （ 一般型 ）

最低賃金近傍で働く雇用者を多く抱える事業者の皆様には、補助率を２／３に引き上げ、優先的

に採択します。

※一定の賃上げを実施した事業者の皆様も優先的に採択します。

特設サイト
はこちらから

厚生労働省

賃金引き上げ特設ページ

中小企業庁

ミラサポplus



有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の正社

員転換、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成します。

キャリアアップ助成金

〈対象となる方〉

雇用保険適用事業所ごとに「キャリアアップ計

画」を作成し、その計画に基づき、右の❶～❻

までのいずれかを実施した事業主。

〈支援内容〉 ※賃金規定等改定コースの場合

有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定

等を3%以上増額改定し、その規定を適用した

事業主に対して、右記の額の助成を行います。

問合先 都道府県労働局

❶正社員化コース

❷障害者正社員化コース

❸賃金規定等改定コース

❹賃金規定等共通化コース

❺賞与・退職金制度導入コース

❻短時間労働者労働時間延長支援コース

詳しくはこちら

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を引き上げ、設備投資等を行った中小企

業・小規模事業者に、その費用の一部を助成する制度です。

〈補助上限〉30万円～600万円 〈助成率〉3／4 ～ 4／5

〈助成対象経費の例〉 機器・設備の導入：POSレジシステム導入による在庫管理の効率化

経営コンサルティング：顧客回転率の向上を目的とした業務フロー見直し

その他：顧客管理情報のシステム化

業務改善助成金

申請先 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

問合先 業務改善助成金コールセンター：0120-366-440（受付時間 平日 9:00～17:00）

詳しくはこちら

6万5,000円５％以上６％未満４万円３％以上４％未満

７万円６％以上５万円４％以上５％未満

デジタル化・AI導入補助金

業務の効率化やDXの推進、セキュリティ対策のためのAIを含むITツールの導入を支援します。

補助上限：最大450万円 補助率：１／２～４／５

問合先
サービス等生産性向上IT導入支援事業コールセンター：
0570-666-376

詳しくはこちら

生産性向上に資する革新的な新製品・新サービス開発を行う中小企業等の設備投資等を支援し

ます。

補助上限：最大4,000万円

補助率：１／２～２／３

ものづくり補助金

問合先 ものづくり補助金事務局サポートセンター：050-3821-7013

詳しくはこちら

人手不足に悩む中小企業等に対して、事業内容に合わせて多様な設備やシステムが導入

により、省力化投資を後押しします。

補助上限：最大1億円 ※従業員数による

補助率：１／２～２／３

中小企業省力化投資補助金（一般型）

問合先 中小企業省力化投資補助事業 コールセンター : 0570-099-660

詳しくはこちら



人材確保のために雇用管理制度の導入や雇用環境の整備により、離職率低下を実現した

事業主に対して助成します。

人材確保等支援助成金

（※１）括弧内の金額は、賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。

（※２）①～⑤を複数導入した場合の上限額は100万円（80万円）。⑥を導入した場合の上限額は225万円（150万円）。

詳しくはこちら

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等を実施した場合

等に訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門

家のコンサルティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上

げた場合に助成します。 ※令和８年度の交付申請は11月30日（月）まで！

働き方改革推進支援助成金

詳しくはこちら助成上限額

コース区分 加算部分
基本部分

割増賃金率賃上げ

２５～１００万円
6～360万円

（※2）

25～550万円業種別課題対応コース（※1）

25～２００万円労働時間短縮・年休促進支援コース

50～１５０万円勤務間インターバル導入コース

（※1）建設業の場合

（※2）５％及び７％以上の引き上げに対する加算額については、労働者数１０人以上30人以下の場合は倍額を加算し、労働者数

１０人未満の場合は2.5倍の金額を加算する。

（※3）別途団体向けのコースあり（取引環境改善コース、団体推進コース）

人材開発支援助成金

詳しくはこちら賃上げした場合の助成率・額区分（※）

労働者1人１時間あたり
500円・1000円

①賃金助成額

訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、

24万円・36万円
②経費助成率

1人１コースあたり
12万円～25万円

③ＯＪＴ実施助成額

(※)訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります（①～③全てが支給される場合もあれば

②のみとなる場合もあります。）。

助 成 額 ・ 助 成 率 （ ※ 1 ・ 2 ）区 分

50万円（40万円）
①賃金規定制度
②諸手当等制度
③人事評価制度

25万円（20万円）
④職場活性化制度

⑤健康づくり制度

導入経費の62.5又は75％（50％）⑥作業負担を軽減する機器等

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

賃上げを後押しするその他施策



地域の雇用や産業を支える小規模事業者等の生産性向上と持続的発展を図

ることを目的とし、持続的な経営に向けた経営計画に基づく販路開拓等の取

組を支援します。

一般型・通常枠

補助上限：50万円（賃金引き上げ特例：150万上乗せ）

補助率：２／３（賃金引き上げ特例：赤字事業者は３／４）

小規模事業者持続化補助金

賃上げへの貢献、輸出による外需獲得、域内の仕入による地域経済への波及効果

が大きい売上高100億円超を目指す中小企業の大胆な投資を支援します。

補助上限：最大5億円

補助率：１／２

要件：100億宣言を行っていること

投資額1億以上 他

成長加速化補助金

詳しくはこちら

問合先 ＜一般型・通常枠＞
商工会地区補助金事務局HP
商工会議所地区補助金事務局HP
電話番号：０３－６６３４－９３０７

詳しくはこちら

商工会地区 商工会議所地区

省エネ設備や電化・脱炭素目的の燃料転換を伴う設備等の更新を支援します。

問合先 ・一般社団法人環境共創イニシアチブ

・（Ⅰ）工場・事業場型
（先進枠） 03-5565-3840
（一般枠/中小企業投資促進枠/ＳＣ枠）
03-5565-4463

・（Ⅱ）電化・脱炭素燃転型
03-5565-3840

・（Ⅲ）GX設備単位型/設備単位型
ナビダイヤル 0570-01-5116
IP電話 042-303-0855

・（Ⅳ）エネルギー需要最適化型
03-5565-4773

省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金

工場・事業場型 設備単位型

詳しくはこちら



事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引き上げに取り組む中小企業・小

規模事業者にが必要とする設備資金や運転資金を特別利率で支援します。
（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。

企業活力強化貸付（働き方改革推進支援資金）

公庫の融資を受ける際、従業員の賃上げに取り組む中小企業・小規模事業者に対
して、融資後2年間、利率を0.5％控除します。
（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。

問合先

日本政策金融公庫 沖縄振興開発金融公庫
電話番号：０１２０－１５４－５０５ 電話番号：0120-981-827

賃上げ貸付利率特例制度

問合先

生産性向上や賃上げに取り組む事業者が、市町村から認定を受けた「先端設備等
導入計画」に基づき取得した設備に対して、償却資産に係る固定資産税の特例措
置を受けることができます。
（※）雇用者給与等支給額を1.5%以上増加させる場合は課税標準が3年間1/2に、3.0%以上増加させ
る場合は5年間1/4に軽減されます。

固定資産税の特例措置

問合先

＜先端設備等導入計画の作成等＞
・先端設備等の導入先の市区町村
＜税制＞
・中小企業税制サポートセンター
03-6281-9821

日本政策金融公庫 沖縄振興開発金融公庫
電話番号：０１２０－１５４－５０５ 電話番号： 0120-981-827

中小企業新事業進出促進補助金

既存の事業とは異なる、新市場・高付加価値事業への進出にかかる設備投資等を

支援します。

補助上限：最大９,０００万円 ※従業員数による

補助率：１／２～２／３

詳しくはこちら

問合先 新事業進出補助金事務局（コールバック予約システム）：
https://shinjigyou.resv.jp/

詳しくはこちら

詳しくはこちら

詳しくはこちら



中小企業・小規模事業者等が抱える取引上の

トラブルを専門の相談員や弁護士が解決に

向けてサポートします。

働き方改革推進支援センター

問合先 各都道府県の働き方改革推進支援センター

コンサルティング セミナー開催相談支援

労務管理等の専門家が
企業の「働き方改革」や賃金引き上げなどを無料で支援します！

専門家が来所・電話・メールによる相談を承ります。

専門家が企業への訪問、またはオンラインによるコンサルティングを実施します。

企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関する、働き方改革セミナーを開催

しています。

詳しくはこちら

働き方改革や経営改善に向けた相談先

フリーダイヤル ： ０１２0-４１８-６１８
※お近くの「取引かけこみ寺」につながります。

よろず支援拠点

問合先

取引かけこみ寺

各都道府県のよろず支援拠点

売上拡大や、資金繰り・事業再生等に関する経

営改善等の経営相談に対応します。

地域の支援機関とのネットワークを活用して、経

営課題に応じて的確な支援機関等を紹介します。

詳しくはこちら

相談無料

秘密厳守

匿名相談可能

全都道府県に設置

電話での御相談、
オンラインでの御相談、

対面での御相談が可能です！

中小企業・小規模事業者等が抱える経営
課題に無料で相談対応します！

問合先
詳しくはこちら

賃金引き上げ特設ページ（厚労省）

「中小受託取引適正化法（改正下請法）」や価格交渉に関する講習会の案内、
受託取引や価格交渉・価格転嫁に関する相談窓口の紹介、取引環境改善
に向けた各種施策の紹介など、取引先との理想的な関係構築をサポートする
ためのコンテンツを提供しています。

詳しくはこちら

適正取引支援サイト

賃上げ・最低賃金対応支援特設サイト（中企庁）

貸上げや最低賃金の対応をサポート！
収益向上のヒント、補助金・助成金・税制・

相談窓口などをまとめてチェック

賃上げ原資の確保に役立つ支

援策を一覧で参照できます。

中小企業庁の運営する補助金

サイト「ミラサポplus」内に設

置しています。

詳しくはこちら

伴走支援の強化

今回の最低賃金引き上げに伴い各支援機関での伴走支援の強化を行っております。最低賃金、賃
上げ等に関するご相談はお近くの支援機関（商工会・商工会議所、よろず支援拠点、認定経営革新
等支援機関、中小企業活性化協議会、事業承継・引継ぎセンター等）までお越しください。
※各支援機関の連絡先は賃上げ・最低賃金対応支援特設サイトからご確認ください。

最低賃金の情報や賃上げ事例を発信！
賃金引き上げに向けた取組事例や各都
道府県の賃金引き上げ支援策を掲載

最低賃金額や発効日等の情報、

賃金引き上げの取組事例等を

掲載しています。

厚生労働省の運営する「最低賃

金特設サイト」内に設置してい

ます。

詳しくはこちら







【注意！】金融機関によっては最終振出期限を設定しており、
10月1日以降、原則当座勘定からの支払いができなくなります。

2027年３月末までに
紙の手形・小切手の交換が廃止されます。

（※）「約束手形・小切手の利用廃止に向けたフォローアップを行う」 （「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画
2023改訂版（内閣官房）」より

小切手

手形

2027年3月末

交 換 廃 止

政府方針（※）をもとに、産業界・金融界が連携して手形・小切手の利用廃止
に向けた取組みを行っています。今すぐ、でんさい等の電子記録債権や
インターネットバンキングによる振込等への切替えをご検討ください。

紙の手形・小切手

利用廃止へ



Q
A

Q
A

Q
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電子化することで、「コスト削減」「事務負荷軽減」「リスク低減」等のメリットがあります。

●政府方針を受けて、多くの金融機関では2027年３月を待たずに前倒しで
手形・小切手の取扱いを縮小する動きを示しています（手形帳・小切手帳の
発行終了や最終振出期限の設定等）。

●事業者さまによっては、電子的決済サービスへの切替えには時間がかかる
場合があります。

1 2 3コスト削減 事務負荷軽減 リスク低減
電子化の
メリット

STEP

2
STEP

3
取引先へ
ご案内

社内の
導入準備

?2027年３月末までに
電子化しないとどうなるの？

金融機関へ
ご相談/申込

全国銀行協会のウェブサイトでは、紙の手形・小切手の電子化に関する情報等を掲載中！

詳しくは、取引金融機関にお問い合わせください！

STEP

1

事業者さまの電子化支援や
資金繰り支援等のサポートを
行っている金融機関もあり

でんさい等の電子記録債権・
インターネットバンキングによる
振込等への切替えを案内

でんさい等の電子記録債権や
インターネットバンキングによる振込等があります。

?電子的決済サービスには
何があるの？

事務手続きや管理手順の見直し
を行い初期設定

かんたん３ステップで導入できます。

?電子的決済サービスの導入は
難しくないの？

￥

事業者さまにおいて、これまでどおりの手形・小切手の利用が
できなくなる可能性があるため、早期に電子的決済サービス
への切替えのご検討をお願いします。

郵送料
印紙代
取立手数料

現物管理
手書き・ゴム印
印紙・押印・発送

紛失・盗難の
心配がなく、
災害に強い
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